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第１章 性能カタログの活用にあたって 



１ 適用の範囲 

本性能カタログは、知識と技能を有する者等が定期的な点検等を行う際に点検支援技術の利用を

検討するにあたって、機器等の特性を比較整理するにあたって参考とすることができる。

本性能カタログは、「 第１章性能カタログの活用にあたって」 、「 第２章性能カタログ」 、「 第

３章性能確認シート」 からなり、第２章及び第３章は、実証実験等を通じて性能が確認された個別

技術を対象としてとりまとめて掲載する。なお、これらは実証実験等の進捗に応じ、今後適宜充実

させていく予定である。

１．２ 用語の定義 

・ 標準項目

点検支援技術の諸元や性能として表示すべき標準的な項目

・ 性能値

各カタログにおける標準項目に対する性能について、開発者が想定した条件下で独自に算出し

た理論値又は実施した試験値を表示（ カタログスペック） を表示したもの

・ 実証実験値 

性能値に対して、実証実験フィールド（ 実現場） の条件下で検証を行い、確認できた実験

値を表示したもの 

・ 非破壊検査 

構造の外部から計測を行い、その結果から、破壊調査・ 試験で得られる物理量を推定した

り構造又はその一部を破壊せずに構造の内部の変状の位置や分布を推定したりする行為 

・ センシング 

構造の位置や応答等を、精度を明らかにしたうえで、センサを利用し把握する行為 

・ モニタリング 

構造の位置や応答等の対象とする計測項目について、精度・ 頻度等を明らかにしたうえで、

時間的に連続的または離散的に計測する行為 

・ 計測原理 

点検対象構造物の変状等をセンサ等により計測する際に、入力値から計測値を得るまでの物理

現象モデル、計測値から算出される導出値を得るまでの工学的な原理

１．３ 性能カタログ等の活用について 

橋梁・ トンネル分野の点検支援技術では、性能カタログの役割を「 機器等の原理や適用条件、誤差特

性等の表示がある程度共通されることで、その選定や選択が円滑に行われることが期待される。現在の

ところ、点検支援技術については、それぞれの供給者がそれぞれで機器等としての仕様・ 能力の表示

を行っているが、これを共通化し、市場を整備すること」 と定義している。

土工構造物点検及び防災点検における定期的な点検等の方法は、近接目視や目視を基本とするため、

性能カタログに求められる役割は、橋梁・ トンネル分野の点検支援技術と同じである。

但し、土工構造物点検及び防災点検では、下記に示す特異性（ 特有の条件） がある。

・ 土工構造物の構造形態は鋼材や石材、無筋・ 鉄筋コンクリートなど多種多様であり、自然斜面では

1-1



地山条件も様々 である

・ 点検対象となる構造物の種類が多く 、また点検範囲が長大かつ広範囲であり、人が立ち入りにくい

箇所（ 植生が繁茂、急斜面など） や高所の危険作業等、点検に多大な労力や費用を要する

・ 点検の項目、方法、診断などの技術的専門性が多岐にわたる

・ 土工構造物や自然斜面の変状の発生及び進行の程度には、材料の劣化、地震や気象条件、地形条件、

土質、地下水など多様な要因が関係する

・ 同一技術でも使用条件（ 気象条件、現場条件、計測条件等） により計測精度や計測結果等が異なる

可能性がある

・ 上記の多様な要因が作用する実務条件下で、点検・ 診断等が行われる

土工構造物点検及び防災点検の点検支援技術では、上記の特異性に配慮し、性能カタログ及び性能確

認シートを整備した。

性能カタログ及び性能確認シートの趣旨を以下に示す。なお、性能カタログ及び性能確認シートの項

目は、有識者による審議を踏まえて、応募技術によって異なっている表記項目を、全体として共通的に

整理して設定した。

・ 性能カタログ： 技術の性能等の記載項目を横並びで整理したもの。記載内容は応募者から提出され

た資料から抜粋して記載（ 技術が有するカタログスペック）

・ 性能確認シート： 応募者から提出された実証実験結果と真値（ 現地でその実在を確認した変状等）

を対比整理したもの。特定の条件（ 実証実験時の条件） 下での実験結果（ 計測結

果、点検費用、提出物一覧の情報等） を整理

土工構造物点検及び防災点検は、土工構造物の安全性の向上や効率的な維持修繕を図ること、あるい

は道路災害を未然に防止することを目的に実施される。これらの点検に関し、「 道路土工構造物点検要

領」 （ 平成29年8月） 、（ 令和5年3月） 、「 点検要領」 （ 平成18年3月） 等の点検要領が策定され、点検

対象項目毎の点検方法及び点検結果の整理方法等が記載されている。

土工構造物点検・ 診断及び防災点検・ 診断を実施する者は、これら点検要領等を参考に点検の目的や

点検実務で求められるものを理解した上で、効率的な点検だけでなく 、周辺斜面の状況等も踏まえ点検

結果に基づく危険度・ 安定性の判断（ 診断） 等を行っていく必要があり、また周辺斜面の状況等も踏

まえた判断ができる技術力も必要である。

性能カタログの使用にあたっては、点検の目的にあった技術（ 対策工の必要性等を検討するための技

術、将来の維持修繕・ 健全性を確保するための技術、本体構造物または附属構造物に適した技術、点検

技術の組み合わせ等） を使用していくことが重要となる。

１．４ 性能カタログ等の標準項目について 

（ １） 性能カタログ

性能カタログでは、機器等の仕様・ 能力に対する開発者の保証及びその前提条件（ 利用条件等）が、

類似の目的や原理の機器間で比較可能になることを意図し、国が標準項目や記載方法を指定している。

一方で、性能値他の具体の内容の記載は開発者の責任で行われる。
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このため性能カタログは、有識者による審議を踏まえて技術の性能等の標準項目を設定し、応募者

から提出された資料から抜粋して記載し、当該技術が有するカタログスペックとして整理した。

性能カタログにおける国が定めた標準項目は、法的に定めたものではない。しかし、日本産業規格

（ JIS） や日本農業規格等に関する法律（ JAS法） に基づく JAS制度等のように、利用者がその利用

の適否を判断するために基本的に必要となる情報で、かつ、利用者が理解しやすいことを念頭におい

て示している。

調達・ 契約にあたっては、その他必要な事項をまとめて記載する。例えば、開発者が計測し結果が

利用者に渡されるのか、開発者から機器を調達して利用者が計測するのか、データの改ざん等の防

止策が施されているのか、使用にあたって規制等があるのかなどである。

以下に、各項目別に記載の要点と補足を示す。

1） 基本諸元

・ 計測原理は、入力値から計測値を得るまでの物理現象のモデル、計測値から算出される導出

値を得るまでの工学的な原理を記載する。

☞入力→計測（ 測る） →変換（ 推測する） →出力までのプロセスを記載し、出力方法ではなく 、

どういう原理で出力（ 導出値） が導き出されるのかを記載する。

・ 計測機器の寸法は技術によって様々 であるため、計測に必要な空間も異なる。また計測機器

の準備・ 撤去に要する時間は技術によって大きく異なり、作業時間に大きく影響する。また

キャリブレーションを必要とする技術もあり、結果や作業性能を正しく評価するためにはキ

ャリブレーションの方法も明確にする必要がある。

☞諸元として、計測機器そのものの大きさなど、現場条件によって計測機器そのものが適

用できるか否かが判断できる情報について、具体的に記載する。  

☞仕様として、計測における事前準備や必要な環境等、現地に持ち込むべき機器や仮設備、

電源の必要性等について、具体的に記載する。  

☞ソフトウェア情報として、汎用性のある市販ソフトなのか自社開発ソフトなのか等、デ

ータ結果閲覧および出力形式を具体的に記載する。  

☞セキュリティに係る情報として、データの改ざんなど、計測結果の信頼性に係る対策に

ついて、具体的に記載する。  

2） 調達・ 契約にあたってのその他必要な事項

・ 適用条件は、原理的には物理現象の推定が可能であっても、適用性が検証されていない事項

など、適用範囲を把握する上で必要と考えられる情報について、なるべく具体的に記載する。

☞採否の検討のための条件として、適用条件を記載するとともに、計測にあたって留意す

べきことを記載する。  
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・ 点検支援技術の調達にあたっては、目的とする計測の適用条件を満たす必要があるとともに、

開発者の点検支援技術の供給に係る条件についても明らかにする必要がある。

☞計測機器の供給条件に係る情報として、供給形態（ たとえば購入やリース等） 、手配ま

での時間、作業時間、汎用性など技術の供給条件について、具体的に記載する。  

☞専門技術者による操作が必要である等の場合は、必要な資格や許認可等について、具体

的に記載する。  

（ ２） 性能確認シート

性能確認シートは、「 ３．性能カタログ等の活用について」 に示した土工構造物点検及び防災点

検の特異性（ 特有の条件） に配慮し、実証実験結果に基づき、実務条件における技術の性能等を整

理した。

実証実験は、ある特定の条件で行われた実験であり、これらの実験を以てあらゆる条件での保証をす

るという性質のものではないが、使用条件（ 実証実験時の条件） と計測結果をセットで記載することで、

ある特定の条件における性能は確認できるものと考えている。

性能確認シートの記載内容と、採用を検討している現場条件を比較することで、採用検討技術の適用

性をある程度判断できることが期待される。

実証実験の方法は、同条件における実験を行うことで、原理や計測機器の特徴が把握でき、同じ尺

度での比較が可能となるので、選定の比較条件の共通化に向けた取り組みの基礎となることも期待し

て決めている。

土工構造物点検及び防災点検では、点検シーンがスクリーニング、点検、詳細調査、診断、モニ

タリング、記録と様々 である。部分的であってもスクリーニングから記録までのある段階で効率化

が図れる技術であれば、その技術は有用な点検支援技術である。

ユーザーは「 点検のどの段階で」 、「 どの作業を」 、「 どの様に効率化したいのか」 などを明確

にした上で、性能カタログ、性能確認シートを利用することで、点検目的に適した点検技術の採用

が期待される。

点検支援技術を提供する者は、点検においてユーザーが求めているものを理解した上で、

・ 提供する技術の点検対象、点検段階、適用条件及び適用範囲などを明確にしていく

・ 今回の実証実験結果を踏まえて、ユーザーの視点で当該技術の技術改善を行う

などの対応が望まれる。

点検においてユーザーが求めているものを理解することは、提供する技術の改善（ ブラッシュア

ップ） や、今後の開発目標を設定に寄与することが期待される。

（ ３） その他

出力とその他の量等との相関関係など、活用にあたって有用な情報があれば、それは本性能カタロ

グではなく開発者が独自に準備する技術資料に記載するとよい。例えば、地盤調査では、標準貫入試

験で得られるN値から土のせん断摩擦角や粘着力を推定する式などが様々 提案されている。この例で
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言えば、それらの様々 な提案式をまとめた情報は、出典を明らかにした上で本性能カタログの中で活用

例としてごく概要を紹介することもできる。しかし、その詳細は、開発者が独自に準備する技術資料に

記載することとしている。

今後、点検支援技術の現場での活用にあたって情報が不足する場合は、性能カタログの標準項目の

追加についても検討する。

１．５ 点検支援技術に関する相談窓口の設置 

定期的な点検等では、性能カタログ・ 性能確認シートに掲載された点検支援技術等を活用を検討

し、効率的な点検を進めることが有効である。 

定期的な点検等における点検支援技術の活用方法や性能カタログ・ 性能確認シートへの技術掲載、

性能カタログ・ 性能確認シート掲載技術の更新等について、【 別紙】 に開発者からの問合せや相談

等を受け付ける窓口を各地方整備局等に設置しているので、活用されたい。  

性能カタログ・ 性能確認シートの趣旨や標準試験方法の内容等については、公募期間によらず、

随時問い合わせを受け付けている。なお、問い合わせにあたっては、前節までの内容を理解した上

で、連絡することが望ましい。
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【 別紙】

開発者から問合せや相談等を受け付ける窓口
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第２章 性能カタログ 



２．１ 「画像計測」技術 

技術名称 応募者名

一般車両搭載型 斜面・ のり面点検システム ㈱リコー

全方向衝突回避センサーを有するドローン技術
㈱ジャパン・ インフラ・ ウェイ

マーク

ハンドヘルドレーザ計測による浮石転石分布抽出、

対策効果の確認
応用地質㈱

３次元点群ブラウザを用いた変位解析による変状箇

所の抽出
応用地質㈱

防災点検における高精度地形データを活用した定量

的な安定度調査
アジア航測㈱

各種カメラ搭載ドローンを活用した道路のり面管理

技術

㈱インフラ・ ストラクチャーズ

(有)伊藤建設
LPデータと衛星SARによる道路土工点検及び防災点
検の効率化

基礎地盤コンサルタンツ㈱
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１．基本事項

E-mail： 辰野　響

基地

①点検の実施
②健全性の診断
3経過観察
④点検の実施
⑤健全性の診断
⑥経過観察
⑦第1絞込み
⑧第2絞込み（机上調査）
⑨第2絞込み（現地確認）
 安定度調査

⑪防災カルテ（経過観察）

〇
〇
〇
〇
〇

２．基本仕様

開発者 株式会社リコー　リコーフューチャーズビジネスユニット　社会インフラ事業センター
連絡先等 TEL：070-1202-3426

現有台数 1台 神奈川県海老名市

技術番号 応募技術05

技術名
一般車両搭載型　斜面・のり面点検システム
（Slope Copier）

技術バージョン 作成：2023年10月（西暦で記載）

hibiki.tatuno@ jp.ricoh.com

技術概要

走行型撮影装置およ び点検調書作成支援ソフト
１．普通自動車に複数のカラーラインカメラと3次元センサーを搭載した撮影車両で、のり面に面した道路を走行することで、のり面の全景画像および
断面図を作成する。断面図は、のり面の延長方向において任意の位置で作成できる
２．全景画像と3次元データを基に、現地踏査に必要な情報（のり面の角度や高さ等）及び、変状箇所に関する情報（変状の位置や大きさ）を自動抽出
もしくは手動で抽出し、点検調書を所定のフォーマットで出力する
3．同じのり面に対し、全景画像と3次元データを繰り返し、経時変化を所定のフォーマットで出力する

点検段階

土工構造物

通常点検
〇
〇
〇

特定土工点検
〇
〇
〇

自然斜面 防災点検

〇
〇
〇
〇
〇

落石・崩壊、岩盤崩壊、地すべり、土石流、擁壁

物理原理 画像及び、光学レーザによる点群データの取得

計測機器の構成

本計測機器は一般車両のルーフ部に計測装置を固定し、車両内部に各種データ取得装置・記録装置・オペレーション用PCを配置する構成である。
計測機器は、複数台の16Kカラーラインカメラ、高精度レーザースキャナ、IMU、RTK-GNSS、レーザードップラー距離計等のセンシング機器から構成さ
れる。

技
術
区
分

【切土】
・切土法面
・のり面保護施設（吹付け/のり枠/擁壁/補強土/グラウンドアンカー）
・排水施設
【斜面安定施設】
・予防施設（吹付け/のり枠/ワイヤロープ掛け/根固め/ロックボルト）
・防護施設（落石防護網/落石防護柵）
【カルバート】

点検対象項目

自然斜面
効率化される作業項目

計測データの取得 〇（画像・点群を取得）
取得したデータによる図化 〇（点群位置情報による図化）
図化した資料からの判読（評価） 〇（変状の判読、特徴点抽出）

制御装置：幅960mm×長さ840mm×高さ970mm
データ収集・記録機能

・分離構造（移動装置）
・移動装置である車両の最大外形寸法（長さ4900mm×幅1875mm×高さ1900mm）
・最大重量（2340kgf）

IMU
・2Dレーザスキャナ（LiDAR）
・RTK-GNSS
・レーザードップラー距離計

耐久性

・カラーラインカメラ：防塵防滴なし
・レーザードップラー計、IMU、RTK-GNSSアンテナ：防塵防滴構造
・LiDAR：IP54

角度記録・制御機構機能

測位機構

設置方法 一般車両のルーフ部にキャリア用のバーとアルミフレームでできたアタッチメントを取り付け、その上に計測装置を固定する。全てネジ止め。

外形寸法・重量（分離構造の場合）
・最大外形寸法（長さ2400mm×幅1230mm×高さ2330mm）
・最大重量（約94kgf）

カラーラインカメラ：水平0°、鉛直2°刻みのチルト機構。上段カメラ50°～20°、中段カメラ26°～ -4°、下段カメラ11°～ -41°。パン機構なし
LiDAR：水平0°（進行方向に垂直）、鉛直0～360°

①LiDAR
　TIアサヒ株式会社製　2Dレーザスキャナ　S-2100
②カラーラインカメラ（3台）
　TELEDYNEDALSA制　マルチラインCMOSカラーTDIカメラ　Piranha XL 16K　形式：PX-HC-16K07T-00-
R

センシングデバイス

LiDAR：1,024,000点/秒
①LiDAR：360度
②カラーラインカメラ（3台）：135度

外形寸法・重量

カメラ/レーザ

取得原理
画素数（カメラ）
点群取得密度（レーザ）

画角

移
動
装
置

移動原理

データ収集・通信可能時間（データを伝送し保存する場合）

動力

連続稼働時間（バッテリー給電の場合）

動力

計
測
装
置

デ
ー

タ
収
集
・
通
信
装

置
通信規格（データを伝送し保存する場合）

セキュリティ（データを伝送し保存する場合）
動力

連続稼働時間（バッテリー給電の場合）

設置方法
外形寸法・重量（分離構造の場合）

運動制御機構

通信

測位
自律機構

効率化される内容

a）近接目視の効率化・高度化によって、変状の有無が把握できる
b）総合的な診断の判定に必要な情報を得ることができる
c）地形判読の効率化・高度化によって、自然斜面の現状や災害の兆候が等がある点検対象区間の選定ができる
d）安定度評価の効率化によって、総合的な診断の判定ができる
e）点検対象の変状の進行度等を把握することができる

効率化される作業項目
計測データの取得 〇（画像・点群を取得）
取得したデータによる図化 〇（点群位置情報による図化）
図化した資料からの判読（評価）

土工構造物

〇（ひび割れや破断等の判読、特徴点抽出）

点検対象項目

ブレ補正
カメラ種類

メーカ/製品名

光学式
カラーラインカメラ（3台）：16,384×12画素

搭載可能容量（分離構造の場合）

衝突回避機能（飛行型のみ）

【車両型】
内燃機関を搭載した車両（電気モータを搭載した車両への設置も可能）

該当しない

該当しない

パン・チルト機構

カラーラインカメラ（3台）：無
カラーラインカメラ（3台）：ラインスキャンカメラ

・最大外形寸法（長さ2400mm×幅1230mm×高さ2330mm）
・最大重量（約94ｋｇｆ）

・バッテリーなどの仮設電源が必要
・動力源：内燃機関
・燃料：ディーゼル（レギュラーガソリン、電気モータでも可）
・定格出力：190ps（140kW）

該当しない

該当しない
該当しない

（２並列の）バッテリーからの給電により連続約11時間使用可能。バッテリーを追加することで、更なる連続使用が可能。

カメラを制御する制御装置のSSDにデータを保存する。保存データは、USB-SSDにコピーすることで外部に持ち出す。
・通信方法　有線
・通信規格　USB3.0

無線を使用しない
バッテリー（1.9kW（75Ah）定格電圧25.9V）x2（並列）を利用

計測装置用バッテリー（1.9kWh（75Ah）定格電圧25.9V）2台利用より供給
・撮影時進行方向の距離刻みや車速により稼働時間は変動する
・参考までに、6mm距離刻み撮影で車速40kmの場合、225分連続稼働可能

車内に設置
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3．運動性能

有　／　無

有　／　無

有　／　無

有　／　無

４．計測性能

有　／　無

有　／　無

有　／　無

有　／　無

５．画像処理・調書作成支援

６．留意事項

該当しない

性能確認シートの有無　※
該当しない

最大可動範囲 性能確認シートの有無　※
該当しない

項目 性能 特記事項（左記の記載内容の適用条件等）

狭小進入可能性能

下記の場合、植生の影響を受け、対象地形のデータを取得することができない
ことがある。
・レーザーが地表に照射できないほど繁茂している場合
・人が移動できないほど繁茂している場合

該当しない

調書作成支援に活用する機器・ソフトウェア名
・点検調書データのダウンロード：OS Windows10以降、ブラウザ Chromeを推奨
・リコー製点検調書作成支援ソフト v1.1

カラー3D点群マップのファイル形式：LAS、LAZ
・変状マップ、変状拡大写真、断面図等の情報を収めた調書：EXCEL
・全景画像：PNG、JPEG（JPEGは一部対応不可）
・カラー3D点群マップ：LAS、LAZ

調書作成支援の手順 報告書、および所定のフォーマットに、計測・調査結果をまとめる

調書作成支援の適用条件
・計測現場が計測条件の範囲内であること
・ブラウザが動作する環境であること

ソ
フ
ト
ウ

ェ
ア
情
報 取り扱い可能な画像データ

ファイル形式 PNG、JPEG
ファイル容量 上限無し
カラー／白黒画像 カラー／白黒画像

その他の留意事項

画像処理の精度
（学習結果に対する性能評価）

変状の描画方法 変状抽出箇所を線で囲って表示

点検調書作成支援ソフト v1.1
ひび割れ、剥離、はらみ出し、傾動、水抜き穴や亀裂からの著しい出水、落石防護施設の破断や変形など。

■画像作成
①3つのカメラで取得した画像データ各々について、明るさ補正など各種画像処理を実施
②3つの画像を結合して1画像にする
■点群作成
①各種センサーで取得した情報（距離、姿勢、位置、時間など）を用い、点群作成
②作成した画像と点群を合成し、カラー3D点群マップを作成
■変状抽出
画像から、ひび割れや破断などの変状を抽出する。ひび割れ等の画像や3次元データをコンピュータに大量に読み込ませる（学習させる）ことで、画像
や3次元データから学習内容に基づいた特徴点を自動的に抽出する（変状を自動的に抽出する）。人による抽出と併用。
■特徴値算出
・変状の位置・大きさ、植生の道路への飛び出し量などを点群及びセンサーデータから算出する
・法面の傾動などを計測するために、20mおきに断面図を作成する

性能確認シートの有無　※
未検証
性能確認シートの有無　※
未検証

・対象構造物の抽出：50㎞/h以下
・近接目視の代替：20㎞/ｈ以下

計測装置を一般車両へ取り付け後、自走 該当しない

　有　／　無　＊交通規制は原則必要ない 照度条件等により低速での測定となるため、片側交互規制が必要な
場合がある。

交通規制は原則必要ないが、照度条件等により低速での測定となる場合があ
り、片側交互規制が必要。

該当しない

該当しない

分離し、計測装置のみで運搬可能

解析ソフトの有無と必要作業及び費用等

車両に搭載し、ヤードを必要としない
操作場所：車両内作業ヤード

機材全体点検：1年に1度、撮影システム全体の点検
・車両：任意保険加入済
・計測装置：動産保険加入済

特になし

計
測
条
件

植生等の制約

気象条件の制約

周辺条件の制約

交通規制の要否

交通規制の範囲

現地への運搬方法

計
測
装
置

日中であること。晴天、曇天を問わないが、斜面が極端に暗い環境でないこと、
照度計を真上上空に向けた際に照度10,000ルクス以上が望ましい。雨天不可。

不具合時のサポート体制の有無及び条件

センシングデバイスの点検

業務委託
有り

自動制御の有無

利用形態：リース等の入手性

操作場所

該当しない

項目 適用可否／適用条件

無線等使用における混線等対策

性能確認シートの有無　※
最小ひび割れ2mm

特記事項（左記の記載内容の適用条件等）

特になし 該当しない
特になし 該当しない

画素分解能

必要構成人員数

長さ等の計測精度（長さの相対誤差）

調査技術者の技量や必要な資格

変状検出手順

変状（ひび割れ等）の画像や3次元データをコンピュータ に大量に読み込ませる（学習させる）ことで、画
像や3次元データから学習内容に基づいた特徴点を自動的に抽出する（変状を自動的に抽出する）。人に
よる抽出と併用。

取り扱いのための簡単な社内講習を受講する必要がある。
・車両の運転：普通自動車免許
・計測装置の操作：簡単な事前講習を受講済であること

車両運転員1人、オペレーター2人 合計3人

安全面への配慮
その他

出力ファイル形式

変状検出の原理・アルゴリズム

位置精度

撮影速度

計測項目の検出

計測精度 ：少なくとも2mmのひび割れを抽出可能な画質を有する。
この画質を保障する計測範囲は、斜面の高さ15mまで、斜面の角度
勾配1：1.5～1：0.3（33.7°～73.3°）を目安に目標設定。現在は高さ
10m以下の範囲で検証中。

性能確認シートの有無　※

実証実験時の車両は三菱パジェロ

1日（長大切土のり面（15m×50m）を5箇所） 計測日数1日、及び天候不良の予備日1日

・全景画像作成ソフト：
　自社開発ツールを使用。担当者による解析作業
・変状抽出ソフト：
　自社開発ツールを使用。担当者に解析作業（＋AIによる補助機能）

点検費用

特許申請番号・特許使用料

「計測データの取得」
・撮影費用：￥476,000
「取得したデータによる図化」/「図化した資料からの判読（評価）」
・分析費用：￥332,000

合計￥808,000

 長大切土のり面（延長50m）を対象とする
 撮影対象数10のり面、撮影日数2日間
 走行撮影及び撮影結果を取りまとめた点検調書作成までの費用
・移動費、運搬費、予備日費用等の経費は含まない

特許7235159

計測作業日数

保険の有無、保障範囲、保険料

該当しない
該当しない

作
業
条
件
・
運
用
条
件

可搬性（寸法・重量）

関係機関への手続きの必要性

その他

変状検出手順

運動位置精度

検出可能な変状
ソフトウェア名

項目

計測時の安定性能（飛行型のみ）

性能確認シートの有無　※ トンネル走行時は衛星情報が遮断されるため、トンネル出口直後の
精度確保に工夫（走行速度を落とす等）が必要。

性能 特記事項（左記の記載内容の適用条件等）
性能確認シートの有無　※
該当しない
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７．図面

使ソフト：CloudCompare,Mieere

使ソフト：Mieere
使ソフト：Mieere
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１．基本事項

E-mail： 横山　壮
基地

①点検の実施
②健全性の診断
③経過観察
④点検の実施
⑤健全性の診断
⑥経過観察
⑦第1絞込み
⑧第2絞込み（机上調
査）
⑨第2絞込み（現地確
認）
 安定度調査
⑪防災カルテ（経過観
察）

〇
－
－
－
〇

２．基本仕様

有/無
エリアスキャンカメラ/ラインスキャンカメラ

点検対象項目

土工構造物

自然斜面

動力

計
測
装
置

〇（画像・点群より変状抽出）

効率化される作業項目
計測データの取得 〇（画像）
取得したデータによる図化 〇（SfMによる点群化）
図化した資料からの判読（評価） 〇（画像・点群より変状抽出）

カメラ/レーザ

取得原理
画素数（カメラ）
点群取得密度（レーザ）
画角
ブレ補正
カメラ種類
メーカ/製品名

4056pixel×3040pixel

効率化される内容

a）近接目視の効率化・高度化によって、変状の有無が把握できる
b）総合的な診断の判定に必要な情報を得ることができる
c）地形判読の効率化・高度化によって、自然斜面の現状や災害の兆候が等がある点検対象区間の選定ができる
d）安定度評価の効率化によって、総合的な診断の判定ができる
e）点検対象の変状の進行度等を把握することができる

効率化される作業項目
計測データの取得 〇（画像）
取得したデータによる図化 〇（SfMによる点群化）
図化した資料からの判読（評価）

自律機構

衝突回避機能（飛行型のみ）

【飛行型】
機体は4枚羽のドローンであり、搭載された6点の魚眼カメラの映像から周囲との距離を計算し、360°を常時画像解析することで一定の離隔を常に
確保し続け、障害物との衝突を回避する。

・無線通信を利用
・周波数：2.4GHz帯、出力：10mW/MHz

・GPS
・GLONASS
・V-SLAM

落石・崩壊、岩盤崩壊、地すべり、土石流

物理原理 画像/動画

計測機器の構成

・本計測機器は4枚羽のドローンである移動装置の上面部と底面部に各3点ずつ、計6点の魚眼カメラを搭載している
・計測機器を稼働させるためのバッテリーは磁力で計測機器本体の底面部に装着および脱着する
・移動装置の前面部にセンシングデバイスであるデジタルカメラを装着し、飛行中、動画の自動撮影を実施する。静止画を撮影する場合、操縦者が
操作する送信機に有線接続されたタブレット端末から撮影ボタンによる操作が必要となる。 計測したデータは計測機器に内蔵されるmicroSDカード
に記録・保存される
・計測データは計測終了後、計測機器に挿入されているmicroSDカードから処理用端末にコピーし、処理を行う

パン・チルト機構

搭載可能容量（分離構造の場合）

移
動
装
置

移動原理

データ収集・通信可能時間（データを伝送し保存する場合） 移動装置に搭載するバッテリーからの給電により連続23分（外気温：-5～40℃の場合）

デ
ー
タ
収
集
・
通
信
装
置

・記録メディア（microSDカード）に保存
・計測機器のデータ収集・通信装置から計測したデータを有線接続された送信機経由でタブレット端末に伝送し、内部ストレージに保存、もしくは
microSDを取り出し、パソコンなどの内部ストレージにコピーする

通信規格（データを伝送し保存する場合） 機体内部のmicroSDカードに保存する
セキュリティ（データを伝送し保存する場合） 無線を使用しない
動力 移動装置と一体であるバッテリーから供給

移動装置のバッテリーより供給（直接接続）
連続稼働時間（バッテリー給電の場合） 23分（外気温：-5～40℃の場合）

設置方法
・移動装置と一体的な構造
・移動装置のmicroSDスロットにSDカードを挿入する

外形寸法・重量（分離構造の場合）

データ収集・記録機能

・一体構造（移動装置＋計測装置）：（L223mm×W273mm×H74mm）
・最大外形寸法：L223mm×W273mm×H74mm
・最大重量：775g

ジンバルにて方向制御可能。角度記録なし。
GLONASS、V-SLAM、IMU、飛行運動制御機構と供用

耐久性

角度記録・制御機構機能
測位機構

設置方法 移動装置と一体的な構造
外形寸法・重量（分離構造の場合） 該当しない

鉛直-110°～90°
SONY製カメラ　型番IMX577

センシングデバイス

技
術
区
分

【切土】
・切土法面
・のり面保護施設（吹付け/のり枠/擁壁/補強土/グラウンドアンカー）
・排水施設
【斜面安定施設】
・予防施設（吹付け/のり枠/ワイヤロープ掛け/ロックボルト）
・防護施設（落石防護網/落石防護柵/その他）
【盛土】
・盛土のり面
・のり面保護施設（擁壁/補強土）
【カルバート】

該当しない

動力

・動力源：電気式
・移動装置のバッテリーより供給
・定格容量：11.4V、-4,280mAh（48.79Wh）

連続稼働時間（バッテリー給電の場合） 23分（外気温：-5～40℃の場合）

自律機能有、V-SLAMによる制御機構への入力は6点の魚眼カメラ及びメインカメラの映像信号
映像信号を用いた全天球方向の近接物認識により、プロペラから約1mの離隔を確保する。アグレッシブモードという近接撮影モードを利用する際
は、プロペラから50cmまでの距離での近接が可能となる。

外形寸法・重量

点検対象項目

運動制御機構

通信

測位

技術概要

　法面を空撮し3次元化する技術は既に多くのドローンで実施されているものの、法面を撮影する場合、樹木が障害となり飛行できず画像取得でき
ないという課題がある。そこで、当該技術により従来ドローンで撮影できない地表面の撮影を実施する。また、オルソ化、3次元化、遠隔観察により
踏査・点検を支援するデジタルデータ作成することが可能となる。

点検段階

土工構造物

通常点検
〇
〇
〇

特定土工点検
〇
〇
〇

自然斜面 防災点検

－
〇

〇

－
〇

開発者 株式会社ジャパン・インフラ・ウェイマーク

連絡先等 TEL：03-6264-4648
現有台数

技術番号 応募技術06

技術名
全方向衝突回避センサーを有するドローン技術
（Ｊ２： Skyidio S2 for Japanese Inspection）

技術バージョン 作成：2023年9月（西暦で記載）

sou.yokoyama@jiw.co.jp
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３．運動性能

有　／　無

有　／　無

有　／　無

有　／　無

４．計測性能

有　／　無

有　／　無

有　／　無

有　／　無

５．画像処理・調書作成支援

６．留意事項

植生が被覆している場合は撮影不可

出力ファイル形式

狭小進入可能性能

変状検出の原理・アルゴリズム

計
測
条
件

植生等の制約

気象条件の制約

周辺条件の制約

交通規制の要否

交通規制の範囲

現地への運搬方法

位置精度

計
測
装
置

撮影速度

計測項目の検出

変状検出手順

運動位置精度

検出可能な変状
ソフトウェア名

該当しない 該当しない

95分

点群処理・オルソ化

点検費用

特許申請番号・特許使用料

「計測データの取得」
・調査費用：主任技師相当（操縦者1名）＋技師B相当（2名）の計3名を基本
・機械経費：70,000円／日
・諸経費：調査費×35％
「各種データからの平面図化」「図化した資料からの危険箇所抽出、モニタリ
ング」
・データ整理：150,000円程度

・画像1000枚の場合
・画像処理AIは未設定交通費は別途
※機体をレンタルし点検会社が実施する場合は、レンタル費用のみ
が必要

該当しない 該当しない

計測作業日数

保険の有無、保障範囲、保険料

対象物へ接近するための自動飛行モード有

作業ヤード

操作場所

特になし

項目 適用可否／適用条件 特記事項（左記の記載内容の適用条件等）

飛行中は操縦者および補助者による監視し、作業中看板の設置

画素分解能

必要構成人員数

長さ等の計測精度（長さの相対誤差）

調査技術者の技量や必要な資格

変状検出手順 オルソモザイク画像、近接撮影画像から人が目視で確認

・飛行ソフトウェア操作性について一般的な知識が必要
・当社が実施する講習を受講していること

・当社の講習を受講すること
・目視外飛行やその他保冷で制限される事項については国土交通
省の定める「無人航空機　飛行マニュアル」に準ずる

現場責任者1人、操作員1人、補助員1人　合計3名 現場条件により、現場責任者は操作員又は補助員を兼ねることも
可、その場合の必要構成員数は2名となる。

無線等使用における混線等対策
安全面への配慮
その他

作
業
条
件
・
運
用
条
件

可搬性（寸法・重量）

関係機関への手続きの必要性

飛行前にセンサーカメラに付着した塵・汚れなどは清潔な布で拭き取ること
対人・対物補償保険有

その他

不具合時のサポート体制の有無及び条件

センシングデバイスの点検

用途（条件）に応じてレンタル可能
サポート体制あり

自動制御の有無

利用形態：リース等の入手性

特定箇所への接近動作を自動で行うものであり、ウェイクポイントに
よる広域の自動航行ではない。

解析ソフトの有無と必要作業及び費用等

・一般的な無人航空機の飛行環境に準ずる

・作業ヤード範囲：1m2

・操作場所：計測機器より300m以内

照度が確保できない閉空間は飛行不可

自動検出アルゴリズム・ソフトウェアなし
手動検出：ひび割れ、落葉づまり、雑木の植生、構造物の変形、土砂崩れ

画像、点群データより画面上目視で変状を確認

性能確認シートの有無　※ 照度16000lxの時
0.03％（相対誤差）
性能確認シートの有無　※ 照度16000lxの時
水平方向：1㎜（絶対誤差）
鉛直方向：1㎜（絶対誤差）

性能確認シートの有無　※
検出可能な最小ひび割れ幅　0.05㎜

性能確認シートの有無　※ 風速1.4m、被写体距離2.0mの時
0.7m/s

車両に搭載して運搬

　有　／　無　＊条件により必要 路面上での作業を行う時は、第三者及び影響範囲においては、管理
者と協議の上、決定。

条件により設置 路面上での作業を行う時は、第三者及び影響範囲においては、管理
者と協議の上、決定。

以下の環境条件では、飛行不可
・雨天
・平均風速5m/s 以上
・濃霧（眼鏡に水滴がつく程度の状況）
・夜間又は暗部（500lux以下）

調書作成支援に活用する機器・ソフトウェア名

JPEG、MP4
調書作成支援の手順 報告書、および所定のフォーマットに、計測・調査結果をまとめる
調書作成支援の適用条件

ソ
フ
ト
ウ

ェ
ア
情
報

取り扱い可能な画像データ

ファイル形式
ファイル容量
カラー／白黒画像

その他の留意事項

画像処理の精度
変状の描画方法 画像

性能確認シートの有無　※
【性能値】
GPS/GLONASSの精度に準ずる

性能確認シートの有無　※
1.2m幅の狭隘部への進入可能

最大可動範囲

性能確認シートの有無　※ ・周囲に電波を発するものがないこと
※送信機のカタログスペック上、3.5kmまで電波伝送可能だが、本計
測装置と併用して通信距離が200mを超える場合には、計測装置か
らタブレット端末への映像伝送に乱れが生じる場合がある。

操作場所からの最大距離300m
（狭小部進入による電波の回り込みを含む）

項目 性能 特記事項（左記の記載内容の適用条件等）

項目 性能 特記事項（左記の記載内容の適用条件等）

計測時の安定性能（飛行型のみ）

性能確認シートの有無　※ 次の環境条件では、飛行不可。
・雨天
・平均風速5m/s
・濃霧（眼鏡に水滴がつく程度の状況）
・夜間又は暗部（500lux以下）
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７．図面

使ソフト：CloudCompare,Mieere

使ソフト：Mieere

使ソフト：Mieere

使ソフト：Mieere

前面
前面

後面

後面
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１．基本事項

E-mail： 井原　拓二
基地

①点検の実施
②健全性の診断
③経過観察
④点検の実施
⑤健全性の診断
⑥経過観察
⑦第1絞込み
⑧第2絞込み（机上調査）
⑨第2絞込み（現地確認）
安定度調査

⑪防災カルテ（経過観察）
〇
－
〇
－
－

２．基本仕様

３．運動性能

有　／　無

有　／　無

有　／　無

有　／　無

４．計測性能

有　／　無

有　／　無

有　／　無

有　／　無

動力

計
測
装
置

効率化される内容

a）近接目視の効率化・高度化によって、変状の有無が把握できる
b）総合的な診断の判定に必要な情報を得ることができる
c）地形判読の効率化・高度化によって、自然斜面の現状や災害の兆候が等がある点検対象区間の選定ができる
d）安定度評価の効率化によって、総合的な診断の判定ができる
e）点検対象の変状の進行度等を把握することができる

図化した資料からの判読（評価）

自律機構
衝突回避機能（飛行型のみ）

【人力】
機器を持ち、歩行計測でデータ取得する

該当しない
SLAM技術を備えたセンサーでGPSなどの絶対座標の位置情報を用いずに連続的なデータ（相対座標）を取得する。

落石・崩壊、土石流

物理原理 光学レーザによる点群取得

〇（SLAMによる座標）
取得したデータによる図化 〇（点群データへの変換）

動力源：電気式
専用バッテリー
電源規格：19V3.5A,20,000mAh以上（容量により稼働時間変化）

連続稼働時間（バッテリー給電の場合） 3～4時間（気温等の条件による）

該当しない

点検対象項目

土工構造物

自然斜面

カメラ/レーザ

取得原理
画素数（カメラ）
点群取得密度（レーザ）
画角
ブレ補正
カメラ種類
メーカ/製品名

計測装置を参照

計測機器の構成
・SLAM技術を備えたセンサーでGPSなどの位置情報が不要で連続的なデータを取得できる携帯型の点群データを取得する
・使用機器は、30万点/秒の高密度スキャン可能であり、短時間で高密度の点群データの取得が可能である

パン・チルト機構

狭小進入可能性能

搭載可能容量（分離構造の場合）

計
測
条
件

植生等の制約

気象条件の制約

周辺条件の制約

交通規制の要否

交通規制の範囲

現地への運搬方法

位置精度

計
測
装
置

撮影速度

計測項目の検出

移
動
装
置

移動原理

手持ちのため機器使用による作業者および第三者への危険リスクは低い ・急な移動が生じない足場での徒歩移動
・雨天、濃霧でないこと
・計測対象から100m内の離隔で水平移動

計測対象と計測機器との離隔に物体等がある場合、対象地形のデータを取得す
ることができないことがある

該当しない

長さ等の計測精度（長さの相対誤差）

無線等使用における混線等対策

安全面への配慮

その他

性能確認シートの有無　※ 測定距離：100ｍ以内
約3cm
性能確認シートの有無　※ 該当しない
約3cm

性能確認シートの有無　※ 測定距離：100ｍ以内
SLAM技術による位置補正のため、急な移動や回転など画像がぶ
れないこと

約3ｃｍ

性能確認シートの有無　※ ・SLAM技術による位置補正のため、急な移動が生じない
・斜面内での計測においては、人力での移動速度による人力での移動速度による

徒歩、公共交通機関、車両 車両運搬の場合は収納ケースが搭載できる車両（普通車可）

　有　／　無　※・道路交通に支障のない計測方法、計測ルートでの実施する場
合、交通規制不要

必要に応じて道路管理者や警察機関に確認すること

道路交通に支障のない計測方法、計測ルートでの実施する場合、交通規制不要 必要に応じて道路管理者や警察機関に確認すること

気象条件の制約あり 雨天時、濃霧時は不可（計測機器の防水機能なし）

該当しない 無線等は使用していない

性能確認シートの有無　※ SLAM技術による位置補正のため、急な移動や回転など画像がぶ
れないこと。約3ｃｍ

地形を把握するためには植生データの除去処理が必要

性能確認シートの有無　※ SLAM技術による位置補正のため、急な移動や回転など画像がぶ
れないこと。機器を持ち、歩行計測でデータ取得するため、人が進入できる範囲。

最大可動範囲
性能確認シートの有無　※ SLAM技術による位置補正のため、急な移動や回転など画像がぶ

れないこと。機器を持ち、歩行計測でデータ取得するため、人が移動できる範囲。

項目 性能 特記事項（左記の記載内容の適用条件等）

運動位置精度

下記の場合、植生の影響を受け、対象地形のデータを取得することができないこ
とがある。
・レーザーが地表に照射できないほど繁茂している場合
・人が移動できないほど繁茂している場合

無制限（AC電源使用）
約3～4時間（バッテリー使用、気温等の条件による）

項目 性能 特記事項（左記の記載内容の適用条件等）

計測時の安定性能（飛行型のみ） 性能確認シートの有無　※
該当しない

デ
ー

タ
収
集
・
通
信

装
置

計測データを本体内SSDに保存
通信規格（データを伝送し保存する場合） 有線（USB3）にて外付けドライブに格納
セキュリティ（データを伝送し保存する場合） 無線を使用しない
動力 人力移動（計測装置と一体）

データ収集・通信可能時間（データを伝送し保存する場合）

設置方法 機器を持ち、歩行計測でデータ取得する。
外形寸法・重量（分離構造の場合） 計測装置と一体
データ収集・記録機能

SLAM技術により、自己位置を推定（IMU併用）
耐久性 防水、防塵なし

角度記録・制御機構機能
測位機構

設置方法 機器を持ち、歩行計測でデータ取得する。

外形寸法・重量（分離構造の場合）
寸法：162mm×111mm×141mm
重量：約1.5kg

水平スキャン角360°、鉛直視野角：30°（±15°）
Velodyne社　全方位レーザユニット（VLP16）

センシングデバイ
ス

レーザー照射数：30万点
スキャン角360°、鉛直視野角30°（±15°）
SLAMによる補正

光学レーザによる点群取得
該当しない

技
術
区
分

【切土】
・切土法面
【斜面安定施設】
・防護施設（落石防護柵）
【盛土】
・のり面保護施設（擁壁）

該当しない
動力 歩行（人力移動）
連続稼働時間（バッテリー給電の場合） 該当しない

該当しない
該当しない

外形寸法・重量

点検対象項目

運動制御機構

通信
測位

〇（点群データより防護柵・擁壁・のり面形状の抽出）

効率化される作業項目
計測データの取得 〇（SLAMによる座標）
取得したデータによる図化 〇（点群データへの変換）
図化した資料からの判読（評価） 〇（点群データより自然斜面形状の抽出）

効率化される作業項目
計測データの取得

技術概要

　航空レーザ測量の精度で把握できない個別の浮石の形状をハンドヘルドレーザ計測による点群データを取得することで、浮石の形状（大きさ、形）を
取得し、3次元的な形状を踏まえて、浮石の安定度および原位置での対策工設計の基礎資料とする。また、落石防護柵の柵高やポケット容量について
も把握可能であり、既設対策工の対策効果の確認資料とする。

点検段階

土工構造物

通常点検
〇
－
－

特定土工点検
〇
－
－

自然斜面 防災点検

－
－
〇
〇
－

開発者 応用地質株式会社
連絡先等 TEL：048-652-4956
現有台数 1 大阪府大阪市淀川区

技術番号 応募技術08

技術名
ハンドヘルドレーザ計測による浮石転石分布抽出、対策効果の確認

技術バージョン 1 作成：2023年9月（西暦で記載）

ihara-takuji@oyonet.oyo.co.jp
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５．画像処理・調書作成支援

６．留意事項

作業ヤード

操作場所
必要構成人員数

調査技術者の技量や必要な資格

出力ファイル形式

変状検出の原理・アルゴリズム

GNSSは内臓していないため、取得した点群の座標は任意座標であり、既存のLP
データとの接合の際には、計測時に別途GNSSの同時取得が必要である。

該当しない

機器故障時はメーカにて修理

片道500m、往復１km/日 ・斜面内の計測は斜面勾配や植生の影響により変化あり
・調査箇所間の移動は含まない

・点群処理ソフト
　・3次元表示：3D Point Studio、TREND-POINT、CloudCompare、Mieerre（任意
選択）
　・フィルター処理：3D Point Studio、TREND-POINT、CloudCompare、Mieerre（任
意選択）
　・位置移動や回転など微調整：TREND-POINT,CloudCompare（任意選択）
　・断面図描画：3D Point Studio、TREND-POINT、CloudCompare、Mieerre（任意
選択）
　・地物分離、差分解析：3D Point Studio、TREND-POINT、CloudCompare
・GISソフト、CADソフト
　・作図調整：QGIS、AUTOCAD（任意選択）・必要作業：担当者による解析処理作
業

一般的な点群処理ソフトやGIS、CADソフト（代替可能）

点検費用

特許申請番号・特許使用料

該当しない

「計測データの取得」
　・調査費用（現地1日）10万円/日
　・機械経費：10万円
「取得したデータによる図化」「図化した資料からの判読（評価）」
　・解析費用：80万円
計100万円

1日で計測できる箇所数あたり。旅費を除く。

特許申請なし

計測作業日数

保険の有無、保障範囲、保険料

購入も選択可能

該当しない

専用ケースに格納した際の寸法と重量
寸法：162×111×141mm
重量：約1.5kg

該当しない

解析ソフトの有無と必要作業及び費用等

項目 適用可否／適用条件 特記事項（左記の記載内容の適用条件等）

画素分解能

変状検出手順 人が画像を確認して、変状（転石、浮石など）を人力でトレース

該当しない（画像不使用）

その他の留意事項

画像処理の精度 該当しない
変状の描画方法 ソフト上で任意抽出

ソフトウェア名

変状検出手順

検出可能な変状

現地：専門的な知識を有さない技術者
解析：地形判読、点群処理の知識のある技術者
資格は必要としない

現地：技師C相当の技術者
解析：技師B（地形判読の知識のある技術者）、技師C（点群処理の
知識がある技術者）
・機器操作マニュアルあり

最低2名 計測者1名、安全確認者1名

道路上での作業の場合や管理地や私有地への立ち入りの場合道路使用許可や立入許可の手続きが必要

作
業
条
件
・
運
用
条
件

可搬性（寸法・重量）

関係機関への手続きの必要性

機器仕様として点検は求められていないため、搬出前に機器動作について自主
点検

機器としては第三者への被害時の保険に加入していない

その他

不具合時のサポート体制の有無及び条件

センシングデバイスの点検

長期リース

サポート有

自動制御の有無

利用形態：リース等の入手性

該当しない

該当しない

計測機器と同一範囲内 機器を持ち、徒歩水平移動する場合

計測準備・データチェック・データ保存するスペースが必要
機器を車両運搬する場合は駐車スペースの確保が必要

該当しない

・点群処理ソフト　3D Point Studio（地物分離、差分解析、3次元表示）
　　　　　　　　　　　　TREND-POINT,CloudCompare（フィルター処理、微調整）
　　　　　　　　　　　　Mieerre（フィルター処理、断面図作成、3次元表示）
・GISソフト（QGIS）、CADソフト（AUTOCAD）

該当しない

取得した点群データをビューワ上で目視若しくはGISソフトを利用し微地形表現図（csmap、陰影図、傾斜量図等）を作成し目視にて変状把握。

調書作成支援に活用する機器・ソフトウェア名

・点群処理ソフト
　　　・3次元表示：3D Point Studio、TREND-POINT、CloudCompare、Mieerre（任意選択）
　　　・フィルター処理：3D Point Studio、TREND-POINT、CloudCompare、Mieerre（任意選択）
　　　・位置移動や回転など微調整：TREND-POINT、CloudCompare（任意選択）
　　　・断面図描画：3D Point Studio、TREND-POINT、CloudCompare、Mieerre（任意選択）
　　　・地物分離、差分解析：3D Point Studio、TREND-POINT、CloudCompare
・GISソフト、CADソフト
　　　・作図調整：QGIS、AUTOCAD（任意選択）

植生が繁茂している場合はグラウンドデータの抽出が難しい場合がある。
水面は不可。

LAS（LiDAR Data Exchang Format）

調書作成支援の手順

①適応条件に記載の条件により点群データを取得する。
②HHLP本体に外付けドライブを接続しデータをコピーし、点群データを解析PCで利用できるようにする。
③点群処理ソフトにより位置合わせを実施。フィルタリングによりグラウンドデータ作成。
④GISソフトにより、微地形表現図（CSMAP、陰影図、傾斜量図）を作成し、微地形や構造物を確認。GIS上で変状や構造物位置をプロット
⑤点群処理ソフトにより、オリジナルデータより、構造物の寸法や断面図作成。CADソフトにてポケット容量算出。
⑥結果をEXCELにより帳票整理。

調書作成支援の適用条件

・以下の条件の点群データが取得できるように計測すること
1）位置目印となる構造物や地形変換点がデータ内に3箇所以上入るようにすること
2）任意座標でのデータ取得のため、位置確認のためデータ取得経路をメモ程度でも残しておくこと
3）SLAM技術での位置補正のため、回転等の急な動きが生じないようにデータを取得すること

ソ
フ
ト
ウ

ェ
ア
情
報
取り扱い可能な画像データ

ファイル形式 Las,PLY
ファイル容量 規格上の上限なし（使用PCに依存）
カラー／白黒画像 単色（白）
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７．図面

使ソフト：

使ソフト：Mieere

使ソフト：Mieere

使ソフト：Mieere
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１．基本事項

E-mail： 神田　広信
基地

①点検の実施
②健全性の診断
③経過観察
④点検の実施
⑤健全性の診断
⑥経過観察
⑦第1絞込み

⑧第2絞込み（机上調査）

⑨第2絞込み（現地確認）

 安定度調査

⑪防災カルテ（経過観察）

〇
－
〇
－
〇

２．基本仕様

３．運動性能

有　／　無

有　／　無

有　／　無

有　／　無

４．計測性能

有　／　無

有　／　無

有　／　無

有　／　無

該当しない
該当しない

点検対象項目

土工構造物

自然斜面

動力

計
測
装
置

該当しない

〇

効率化される作業項目
計測データの取得 －
取得したデータによる図化 〇
図化した資料からの判読（評価） 〇

カメラ/レーザ

取得原理
画素数（カメラ）
点群取得密度（レーザ）
画角
ブレ補正
カメラ種類
メーカ/製品名

該当しない
該当しない

効率化される内容

a）近接目視の効率化・高度化によって、変状の有無が把握できる
b）総合的な診断の判定に必要な情報を得ることができる
c）地形判読の効率化・高度化によって、自然斜面の現状や災害の兆候が等がある点検対象区間の選定ができる
d）安定度評価の効率化によって、総合的な診断の判定ができる
e）点検対象の変状の進行度等を把握することができる

効率化される作業項目
計測データの取得 －
取得したデータによる図化 〇
図化した資料からの判読（評価）

自律機構
衝突回避機能（飛行型のみ）

該当しない
該当しない

該当しない

落石・崩壊、岩石崩壊、地すべり、土石流

物理原理 点群

計測機器の構成 該当しない

パン・チルト機構

狭小進入可能性能

搭載可能容量（分離構造の場合）

計
測
条
件

植生等の制約
気象条件の制約
周辺条件の制約
交通規制の要否
交通規制の範囲
現地への運搬方法

位置精度

計
測
装
置

撮影速度

計測項目の検出

移
動
装
置

移動原理

運動位置精度

データ収集・通信可能時間（データを伝送し保存する場合）

該当しない 該当しない
該当しない 該当しない
該当しない 該当しない

長さ等の計測精度（長さの相対誤差）

無線等使用における混線等対策
安全面への配慮
その他

該当しない 該当しない

性能確認シートの有無　※ 該当しない
該当しない
性能確認シートの有無　※ 該当しない
該当しない

性能確認シートの有無　※ 該当しない
該当しない

性能確認シートの有無　※ 該当しない
該当しない

該当しない 該当しない

該当しない 該当しない
該当しない 該当しない

該当しない 該当しない

性能確認シートの有無　※ 該当しない
該当しない

該当しない

性能確認シートの有無　※ 該当しない
該当しない

最大可動範囲 性能確認シートの有無　※ 該当しない
該当しない

項目 性能 特記事項（左記の記載内容の適用条件等）

該当しない

項目 性能 特記事項（左記の記載内容の適用条件等）

計測時の安定性能（飛行型のみ） 性能確認シートの有無　※ 該当しない
該当しない

デ
ー

タ
収
集
・

通
信
装
置

該当しない
通信規格（データを伝送し保存する場合） 該当しない
セキュリティ（データを伝送し保存する場合） 該当しない
動力 該当しない

該当しない
連続稼働時間（バッテリー給電の場合） 該当しない
設置方法 該当しない
外形寸法・重量（分離構造の場合） 該当しない
データ収集・記録機能

該当しない

該当しない
該当しない

耐久性 該当しない

角度記録・制御機構機能
測位機構

設置方法 該当しない
外形寸法・重量（分離構造の場合） 該当しない

該当しない
該当しない

センシングデバイス

該当しない
該当しない

技
術
区
分

【切土】
・切土法面
・のり面保護施設（吹付け/のり枠/擁壁/補強土/グラウンドアンカー）
・排水施設
【斜面安定施設】
・予防施設（吹付け/のり枠）
・防護施設（落石防護網/落石防護柵）
【盛土】
・盛土のり面
・のり面保護施設（擁壁/補強土）
・排水施設

該当しない
動力 該当しない
連続稼働時間（バッテリー給電の場合） 該当しない

該当しない
該当しない

外形寸法・重量

点検対象項目

運動制御機構

通信

測位

技術概要

　道路・河川事業等で航空レーザ、UAVレーザなどにより取得される2時期の点群データを3次元点群ブラウザ「3D Point Studio」にて2時期を差分解
析し、あらかじめ設定した変位量、大きさなど変位箇所の位置特定を行う（本技術は点群を取得する技術ではなく、既往の点群データを利活用し差分
解析を行う技術である）。

点検段階

土工構造物

通常点検
〇
－
〇

特定土工点検
〇
－
〇

自然斜面 防災点検

〇
〇

－

－
－

開発者 応用地質株式会社
連絡先等 TEL：048-652-4956
現有台数 5 埼玉県さいたま市

技術番号 応募技術13

技術名 3次元点群ブラウザを用いた変位解析による変状箇所の抽出

技術バージョン 1 作成：2023年10月（西暦で記載）

kanda-hironobu@oyonet.oyo.co.jp
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５．画像処理・調書作成支援

６．留意事項

出力ファイル形式

変状検出の原理・アルゴリズム

変状検出手順

検出可能な変状

ソフトウェア名

該当しない 該当しない

解析ソフトベンダーによるサポート、メールでの対応が標準。

該当しない 該当しない

解析ソフト：3次元点群ブラウザ「3D Point Studio」
必要作業：断面抽出、差分処理

基本機能無料、有償版オープン価格（営利団体向け）
※地方公共団体における利用の場合は要相談

点検費用

特許申請番号・特許使用料

該当しない

「取得したデータによる図化」「図化した資料からの判読（評価）」
　・解析費用：45万円（測量主任技師10人工）
　・諸経費率：解析費用の６０％
計　73万円

・5km あたり：変状対象項目数により変動する
・2時期データが存在すること、または1時期データがあり2時期目の
データ取得する場合の費用は別途必要

特許は取得されていない 該当しない

計測作業日数

保険の有無、保障範囲、保険料
該当しない

該当しない

作業ヤード
操作場所

項目 適用可否／適用条件 特記事項（左記の記載内容の適用条件等）

画素分解能

必要構成人員数

調査技術者の技量や必要な資格

変状検出手順 点群より手動で読み取りを行う

微地形判読が可能なレベルの技量が必要。資格は必要としない。 該当しない

作業者1名、チェック者1名 該当しない

該当しない該当しない

作
業
条
件
・
運
用
条
件

可搬性（寸法・重量）

関係機関への手続きの必要性

該当しない
該当しない

その他

不具合時のサポート体制の有無及び条件

センシングデバイスの点検

該当しない
サポートあり

自動制御の有無

利用形態：リース等の入手性

該当しない

該当しない
該当しない 該当しない

解析ソフトの有無と必要作業及び費用等

机上 屋内を基本とする
必要としない 該当しない

3次元点群ブラウザ「3D Point Studio」
土工構造物：'大きな亀裂、段差、はらみ出し、浸食、小崩壊、傾動、沈下、移動、倒れ、アンカー支圧板、受圧構造物の亀裂、破損、排水溝の閉塞、
破損、排水溝周辺の浸食
落石崩壊：自然知己、構造物、浮石・転石ｎ形状、亀裂、段差、はらみ出し
岩盤崩壊：亀裂幅、亀裂長さ、亀裂方向、傾斜各（斜面法線）、頂部標高
地すべり：亀裂長さ、隆起高さ、陥没深さ、形状変化、崩壊面積、崩壊容積
土石流　：法線ベクトルより抽出、差分解析による抽出、面積計測、大規模な亀裂や滑落崖、複数時期のデータ蓄積、管理

・センシングデータとして、道路事業等にて計測・蓄積された情報資産である既往の点群データを利活用する
・初期計測データおよび法面設計図書により、点群データの属性管理仕様に準拠した法面構造物の領域データを生成する。生成した領域データに
は現場写真などを紐づけて管理することが可能である
・領域データに対応した3次元点群ブラウザ「3D Point Studio」を用いてデータ解析を行うことで、2時期の点群データから変位量、変位個所を高速・高
精度に抽出・解析可能である
・相対的な2時期の差分解析手法を応用し、対象構造物、データの特徴に応じた最適な差分解析法を検討して適用する
 ①2時期の点群データの計測機器・計測精度の違いなどに依存せずに差分箇所を検出可能である
　②法面の特徴および変状箇所に応じた差分比較手法を採用可能である

調書作成支援に活用する機器・ソフトウェア名 3次元点群ブラウザ「3D Point Studio」

留意事項なし
Las

調書作成支援の手順 結果は手作業で調書へ添付
調書作成支援の適用条件 該当しない

ソ
フ
ト
ウ

ェ
ア
情
報

取り扱い可能な画像データ

ファイル形式 Las
ファイル容量 7GB
カラー／白黒画像 カラー

該当しない
その他の留意事項

画像処理の精度 該当しない
変状の描画方法 ソフト上で抽出
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７．図面

使ソフト：CloudCompare,Mieere

使ソフト：Mieere
使ソフト：Mieere

落石防護柵の断面による変状把握 擁壁の断面による変状把握

災害前後の変状差分を法線ベクトルの差分量で表した例

点群データを活用することで、対象の客観的な変状把握だけでなく、近接目視では困難な任意の「断面」形状も視覚化し、

解析ソフト上の計測機能を用いて定量的に確認することができる。また、複数時期の点群を差分解析することによって、

形状の変化から、構造物の移動、沈下、傾きにおける変状の進行性を把握することができる。

※変化がない場合においても、差分結果や2時期データの重ね合わせにより、変状が進行していないことを客観的に示すことができる。

※2時期の点群データが形状致する断においては変状が進していないことが分かる

※2時期の点群データから形状の変化を地形の法線ベクトル差分値として定量把握が
可能
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１．基本事項

E-mail： 営業推進部
基地

①点検の実施
②健全性の診断
③経過観察
④点検の実施
⑤健全性の診断
⑥経過観察
⑦第1絞込み

⑧第2絞込み（机上調査）

⑨第2絞込み（現地確認）

 安定度調査

⑪防災カルテ（経過観察）

－
－
〇
〇
〇

２．基本仕様

３．運動性能

有　／　無

有　／　無

有　／　無

有　／　無

４．計測性能

有　／　無

有　／　無

有　／　無

有　／　無

開発者 アジア航測株式会社
連絡先等 TEL：044-969-7549
現有台数

技術番号 応募技術17

技術名
防災点検における高精度地形データを活用した定量的な安定度調査
（航空レーザ測量データ等を用いた災害要因箇所の抽出および机上安定度調査、評価）

技術バージョン 作成：2023年10月（西暦で記載）

online-sales@ajiko.co.jp

技術概要

　航空レーザ等により取得された高精度な三次元地形データを活用することにより、道路斜面のリスク箇所絞込みが精度よく効率的に実施できる技
術を提案する。具体的には、道路防災点検において安定度調査箇所の選定にあたり、見逃しの低減や合理的な斜面区分を可能とする。また、安定
度調査表（落石・崩壊、岩盤崩壊、地すべり、土石流）の評価要素を机上で定量的に評価し、現地踏査に活用する。さらに、経時的な地形データの差
分等によりカルテ点検を合理化する等、防災点検全般に資する技術に発展させることができる。

点検段階

土工構造物

通常点検
－
－
－

特定土工点検
－
－
－

自然斜面 防災点検

〇
〇

－

〇（机上検討）
〇（机上検討、オプション）

該当しない
動力 該当しない
連続稼働時間（バッテリー給電の場合） 該当しない

該当しない
該当しない

外形寸法・重量

点検対象項目

運動制御機構

通信

測位

該当しない
該当しない

該当しない
連続稼働時間（バッテリー給電の場合） 該当しない
設置方法 該当しない
外形寸法・重量（分離構造の場合） 該当しない
データ収集・記録機能

該当しない

該当しない
該当しない

耐久性 該当しない

角度記録・制御機構機能
測位機構

設置方法 該当しない
外形寸法・重量（分離構造の場合） 該当しない

該当しない
該当しない

センシングデバイス

該当しない
該当しない

該当しない

項目 性能 特記事項（左記の記載内容の適用条件等）

計測時の安定性能（飛行型のみ） 性能確認シートの有無　※ 該当しない
該当しない

デ
ー

タ
収
集
・

通
信
装
置

該当しない
通信規格（データを伝送し保存する場合） 該当しない
セキュリティ（データを伝送し保存する場合） 該当しない
動力 該当しない
データ収集・通信可能時間（データを伝送し保存する場合）

性能確認シートの有無　※ 該当しない
該当しない

該当しない

性能確認シートの有無　※ 該当しない
該当しない

最大可動範囲 性能確認シートの有無　※ 該当しない
該当しない

項目 性能 特記事項（左記の記載内容の適用条件等）

運動位置精度

該当しない
該当しない 該当しない
該当しない 該当しない

性能確認シートの有無　※ 該当しない
該当しない
性能確認シートの有無　※ 該当しない
該当しない

性能確認シートの有無　※ 該当しない
該当しない

性能確認シートの有無　※ 該当しない
該当しない

該当しない 該当しない

　有　／　無　　該当しない 該当しない
該当しない 該当しない

該当しない無線等使用における混線等対策
安全面への配慮
その他

該当しない
該当しない 該当しない
該当しない 該当しない

交通規制の要否
交通規制の範囲
現地への運搬方法

位置精度

計
測
装
置

撮影速度

計測項目の検出

移
動
装
置

移動原理

計
測
装
置

カメラ/レーザ

自律機構
衝突回避機能（飛行型のみ）

長さ等の計測精度（長さの相対誤差）

効率化される内容

a）近接目視の効率化・高度化によって、変状の有無が把握できる
b）総合的な診断の判定に必要な情報を得ることができる
c）地形判読の効率化・高度化によって、自然斜面の現状や災害の兆候が等がある点検対象区間の選定ができる
d）安定度評価の効率化によって、総合的な診断の判定ができる
e）点検対象の変状の進行度等を把握することができる

効率化される作業項目
計測データの取得 該当しない
取得したデータによる図化 該当しない
図化した資料からの判読（評価）

技
術
区
分

対象土工構造物なし

該当しない

効率化される作業項目
計測データの取得 －
取得したデータによる図化 〇（3次元地形データから微地形表現図を作成）
図化した資料からの判読（評価） 〇（変状地形の机上抽出・安定度評価）

取得原理
画素数（カメラ）
点群取得密度（レーザ）
画角
ブレ補正
カメラ種類
メーカ/製品名

該当しない
該当しない

該当しない
該当しない

点検対象項目

土工構造物

自然斜面

動力

該当しない

落石・崩壊、岩盤崩壊、地すべり、土石流、その他（盛土、雪崩）

物理原理 3次元地形データから微地形表現図を作成、地形判読

計測機器の構成 該当しない

パン・チルト機構

狭小進入可能性能

搭載可能容量（分離構造の場合）

計
測
条
件

植生等の制約
気象条件の制約
周辺条件の制約
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５．画像処理・調書作成支援

６．留意事項

７．図面

調書作成支援に活用する機器・ソフトウェア名

調書作成支援の手順

（「変状検出手順」欄の続き）
4）　3）で設定した斜面及び集水範囲を対象として、点検対象項目ごとに、抽出基準に該当しているかを確認し、安定度調査候補箇所を選定する。そ
の際、傾斜区分や災害要因判読図のほか、地形データを活用して、定量化を図る。
【A：落石・崩壊】
①高さ15m以上ののり面・自然斜面、または勾配45°以上の自然斜面→地形データから計測
②表層に浮石・転石が存在する箇所→災害要因判読結果から判定
【B：岩盤崩壊】
①岩盤が露出した高さ15m以上かつ傾斜60°以上ののり面・斜面→地形計測及び判読
【C：地すべり】
①地すべり危険箇所または地すべり防止区域
②災害要因の判読で、道路に被害が生じると想定される地すべり地形あり→災害要因判読結果から判定
【E：土石流】
道路を横断して流下する流域面積1ha以上かつ上流の最急渓床勾配10°以上の渓流で、下記の①～②を除く箇所。
①トンネルで渓流を横断している箇所
②桁下高さ10m以上かつ流路幅20m以上の橋梁で渓流を横断している箇所→地形計測により判定
5）　4）で抽出された各点検項目箇所について、机上安定度調査表及び机上箇所別記録表を作成する。評価を行う項目は、斜面高さや勾配など地形
情報から把握可能なものとする。

調書作成支援の適用条件 上記の地形情報が読み取り可能な精度（品質）の3次元地形データが必要。

ソ
フ
ト
ウ

ェ
ア
情
報

取り扱い可能な画像データ

ファイル形式
ファイル容量
カラー／白黒画像 カラー

その他の留意事項

画像処理の精度 該当しない
変状の描画方法 微地形表現：ポリライン、ポリゴン

「自社製　赤色立体地図作成ツール」、「ESRI社製　ArcGIS（Spatial Analyst）」など傾斜量が算出可能なソフトウェア
点検対象項目に関する、地形情報から算出・判読可能な変状

1）航空レーザ測量により高精度地形データを取得する。または既存データを収集する。なお航空レーザ測量は、第1絞込みにより選定された区間を
対象に実施することが想定されるが、管理対象道路全体の既存データが存在する場合などは、2）のステップまで実施しその成果を用いて第1絞込み
を行うことが有効と考えられる。
注：対象範囲や事象の規模により、小型無人航空機（UAV）搭載型レーザ、車載型レーザ（MMS）、地上レーザスキャナ等での代替、補測も可能。
2）　1）より、微地形表現図（赤色立体地図、特許第3670274号/NETIS SK-130008-VE）を作成する。また、グリッドデータ等の演算により傾斜を算出
する。
3）微地形表現図を用いて、災害要因の判読を行う。レーザ測量により樹木下の地盤情報を直接取得することで、災害の徴候となる微地形の精度よ
い把握が可能となる。またその際、AI（深層学習）による自動抽出も活用して、省力化と誤差低減を図る。但し、地すべりなど教師データとなる技術者
の判読にもバラツキが多い項目は適用検討中であり、現状では露岩帯（落石や岩盤崩壊の発生源）といった、適用性が確認済の項目を対象とする。
また安定度調査の単位となる斜面及び集水範囲は、技術者によりバラツキがちな項目であるが、地形データを用いた集水解析結果も参考に微地形
表現図上で設定し、設定基準を見える化する。
（「調書作成支援の手順」欄へ続く）

該当しない該当しない

作
業
条
件
・
運
用
条
件

可搬性（寸法・重量）

関係機関への手続きの必要性

該当しない

該当しない

その他

不具合時のサポート体制の有無及び条件

センシングデバイスの点検

該当しない

該当しない

自動制御の有無

利用形態：リース等の入手性

該当しない

該当しない

該当しない 該当しない

解析ソフトの有無と必要作業及び費用等

机上
該当しない

操作場所

変状検出手順 微地形表現図を基に人間が判読

微地形判読が可能等
該当しない

1名

変状検出手順

検出可能な変状
ソフトウェア名

項目 適用可否／適用条件 特記事項（左記の記載内容の適用条件等）

画素分解能

該当しない 該当しない

該当しない

該当しない

点検費用

特許申請番号・特許使用料

該当しない

「取得または収集した航空レーザ測量データによる図化」　「図化した資料から
の判読（評価）」
　・微地形表現図・傾斜区分図作成 1,100,000円
　・災害要因判読 2,820,000円
　・安定度調査候補箇所抽出900,000円
　・机上安定度調査表等作成・評価1,460,000円
直接経費　6,280,000円

・計画準備、資料収集整理、報告書作成、打合せは別途計上
・微地形表現図・傾斜区分図作成：100 k㎡
・災害要因判読：30 k㎡
・安定度調査候補箇所抽出：100 箇所
・机上安定度調査表等作成・評価：100 箇所
・現地安定度調査：概算費用算出外
・地形差分解析：概算費用算出外

特許第3670274号、特許6817721号、NETIS SK-130008-VE

計測作業日数

保険の有無、保障範囲、保険料

該当しない

該当しない

作業ヤード

必要構成人員数

調査技術者の技量や必要な資格

該当しない

該当しない

該当しない

出力ファイル形式

変状検出の原理・アルゴリズム

使ソフト：CloudCompare,Mieere

使ソフト：Mieere
使ソフト：Mieere
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１．基本事項

E-mail：
石川（インフラ・ストラク
チャーズ）
伊藤（伊藤建設）

基地

①点検の実施
②健全性の診断
③経過観察
④点検の実施
⑤健全性の診断
⑥経過観察
⑦第1絞込み

⑧第2絞込み（机上調査）

⑨第2絞込み（現地確認）

 安定度調査

⑪防災カルテ（経過観察）

〇
〇
〇
－
〇

２．基本仕様

３．運動性能

有　／　無

有　／　無

有　／　無

有　／　無

ジンバルによる補正
光学レンズのスチールカメラ

点検対象項目

土工構造物

自然斜面

動力

計
測
装
置

〇（目視・机上での変状抽出、赤外線データによる評価）

効率化される作業項目
計測データの取得 〇（自然斜面の画像・赤外線データ取得）
取得したデータによる図化 〇（SfMによる点群・オルソ化、赤外線データ図化）
図化した資料からの判読（評価） 〇（目視・机上での変状抽出、赤外線データによる評価）

カメラ/レーザ

取得原理
画素数（カメラ）
点群取得密度（レーザ）
画角
ブレ補正
カメラ種類
メーカ/製品名

CMOS、非冷却VOxマイクロボロメータ
①広角カメラ：1,200万画素、②ズームカメラ：2,000万画素、③赤外線カメラ：33万画素

効率化される内容

a）近接目視の効率化・高度化によって、変状の有無が把握できる
b）総合的な診断の判定に必要な情報を得ることができる
c）地形判読の効率化・高度化によって、自然斜面の現状や災害の兆候が等がある点検対象区間の選定ができる
d）安定度評価の効率化によって、総合的な診断の判定ができる
e）点検対象の変状の進行度等を把握することができる

効率化される作業項目
計測データの取得 〇（のり面画像・赤外線データ取得）
取得したデータによる図化 〇（SfMによる点群・オルソ化、赤外線データ図化）
図化した資料からの判読（評価）

自律機構
衝突回避機能（飛行型のみ）

【飛行型】
ドローンに機器を設置しデータを取得する。

無線による通信
周波数帯：2.4000 2.4835 GHz
　　　　　　 5.725～5.850 GHz
GNSS（GPS+GLONASS+BeiDou+Galileo）

落石・崩壊、岩盤崩壊

物理原理 画像／赤外線

計測機器の構成
ドローンに搭載した「グリッド撮影機能」と「赤外線感知機能」を有する広角ズームカメラを活用し、変状個所について任意のグリッドを設定して撮影す
る。

パン・チルト機構

狭小進入可能性能

搭載可能容量（分離構造の場合）

移
動
装
置

移動原理

運動位置精度

データ収集・通信可能時間（データを伝送し保存する場合）

性能確認シートの有無　※

性能確認シートの有無　※

最大可動範囲 性能確認シートの有無　※

該当しない

項目 性能 特記事項（左記の記載内容の適用条件等）

計測時の安定性能（飛行型のみ）

性能確認シートの有無　※
ホバリング精度
垂直：
±0.1m（ビジョンシステム有効時）
±0.5m（GPS有効時）
±0.1m（RTK有効時）
水平：
±0.3m（ビジョンシステム有効時）
±1.5m（GPS有効時）
±0.1m（RTK有効時）

デ
ー

タ
収
集
・

通
信
装
置

microSDに記録（最大容量：128 GB、UHS-1 スピードクラス3が必要）
通信規格（データを伝送し保存する場合） 該当しない
セキュリティ（データを伝送し保存する場合） 該当しない
動力 移動機器に依存

内部バッテリー：カメラのカタログに記載なし
連続稼働時間（バッテリー給電の場合） 最長55分
設置方法 計測機器と一体型
外形寸法・重量（分離構造の場合） 該当しない
データ収集・記録機能

・移動装置＋計測装置
・最大外形寸法（L810mm×W670mm×H430mm）
・最大離陸重量（9kg）、TB60バッテリー2個搭載時重量（約6.3㎏）

該当しない
移動装置に依存

耐久性 IP44

角度記録・制御機構機能
測位機構

設置方法 ジンバルを介してドローン本体にマウント
外形寸法・重量（分離構造の場合） Zenmuse H20T：167mm×135mm×161mm、828±5g

ピッチ：-120°   +30°
ヨー：±320

Zenmuse H20T
センシングデバイス

該当なし
①広角カメラ：82.9°、②ズームカメラ：82.9°、③赤外線カメラ：40.6°

技
術
区
分

【切土】
・切土法面
・のり面保護施設（吹付け/のり枠/擁壁/補強土）
・排水施設
【斜面安定施設】
・予防施設（吹付け/のり枠/根固め）
・防護施設（落石防護網/落石防護柵）
【盛土】
・盛土のり面
・のり面保護施設（擁壁/補強土）
・排水施設
【カルバート】

最大ペイロード：2.7㎏

動力

・動力源：電気式
・外部バッテリー：定格容量：4920mAh
・内臓バッテリー：5000mAh

連続稼働時間（バッテリー給電の場合） 最長飛行時間55分

GNSS情報を基に飛行経路を記憶する機能を有する。
衝突回避機能あり

外形寸法・重量

点検対象項目

運動制御機構

通信

測位

技術概要

　ドローンに搭載した「グリッド撮影機能」と「赤外線感知機能」を有する広角ズームカメラを活用し、変状個所について任意のグリッドを設定して撮影
する。このグリッドでは、最小単位のグリッドセル画像を最大4倍に拡大できるため、近接目視と同等の精度で変状の判別が可能となる。従来調査の
損傷図に比べ、変状位置や状態確認が容易で、危険度の判断等に役立つ。加えて、画像の位置情報で、同ーアングルの撮影と、赤外線感知による
浮きの特定もでき、映像で記録が残るため経過観察に適している。本技術は、道路法面の変状調査・点検を支援するもので、撮影画像の確認がそ
の場で出来るため、手戻り防止と効率化が図れ、作業環境の改善に役立つ。

点検段階

土工構造物

通常点検
〇
〇
〇

特定土工点検
〇
〇
〇

自然斜面 防災点検

〇
〇

〇

－
〇

開発者
株式会社インフラ・ストラクチャーズ
有限会社伊藤建設

連絡先等
022-796-9935

現有台数

技術番号 応募技術21

技術名
各種カメラ搭載ドローンを活用した道路のり面管理技術
（広角・ズームおよび赤外線カメラを搭載したドローンによる効率的なのり面維持管理技術）

技術バージョン 作成：2023年10月（西暦で記載）

infrastructures@grace.ocn.ne.jp
ik-cretive.power@deluxe.ocn.ne.jp
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４．計測性能

有　／　無

有　／　無

有　／　無

有　／　無

５．画像処理・調書作成支援

６．留意事項

７．図面

対象構造物のうち、樹木・草などの繁茂箇所の確認ができないため、事前に刈
払い等が必要である。対象構造物からの離隔は5m程度を確保する。

出力ファイル形式

変状検出の原理・アルゴリズム

計
測
条
件

植生等の制約

気象条件の制約

周辺条件の制約

交通規制の要否

交通規制の範囲

現地への運搬方法

位置精度

計
測
装
置

撮影速度

計測項目の検出

変状検出手順

検出可能な変状
ソフトウェア名

1日 6500m2当たり

点検費用

特許申請番号・特許使用料

「計測データの取得」
　・調査費用114,000円（現場作業1日）
　・機械経費：ドローン損料50,000円
「取得したデータによる図化」「図化した資料からの判読（評価）」
　・画像解析費：25,000円
　・報告書作成：40,920円
計229,920円

規模：6,500m2

なし

計測作業日数

保険の有無、保障範囲、保険料

有

作業ヤード
操作場所

項目 適用可否／適用条件 特記事項（左記の記載内容の適用条件等）

作業前に安定性能確認（ホバリング、風速測定）を実施する。

画素分解能

必要構成人員数

長さ等の計測精度（長さの相対誤差）

調査技術者の技量や必要な資格

変状検出手順

3人

無線等使用における混線等対策
安全面への配慮
その他

作
業
条
件
・
運
用
条
件

可搬性（寸法・重量）

関係機関への手続きの必要性

その他

不具合時のサポート体制の有無及び条件

センシングデバイスの点検

自動制御の有無

利用形態：リース等の入手性

車両で運搬可能

解析ソフトの有無と必要作業及び費用等

ひび割れ幅0.2mm以上

取得した画像をビューワ上で目視にて変状把握。

性能確認シートの有無　※

性能確認シートの有無　※ RTKが有効でFIXステータスの場合
1cm + 1ppm（水平方向）

性能確認シートの有無　※
最小ひび割れ幅：0.2mm

性能確認シートの有無　※

車両に積載

　有　／　無　 道路利用者への影響を考慮し、道路外からの撮影を基本に飛行
計画を立てるが、やむなく道路上を使用する場合でも部分使用に留める。

やむを得ない場合でも片側車線規制。

降雨・降雪・霧、強風時の飛行は不可能となる。

調書作成支援に活用する機器・ソフトウェア名 該当しない

※作業前に安定性能確認（ホバリング、風速測定）
調書作成支援の手順 該当しない
調書作成支援の適用条件 該当しない

ソ
フ
ト
ウ

ェ
ア
情
報

取り扱い可能な画像データ

ファイル形式
ファイル容量
カラー／白黒画像 カラー

1 ピクセルあたり：0.18mm×0.18mm
その他の留意事項

画像処理の精度
変状の描画方法

項目 性能 特記事項（左記の記載内容の適用条件等）

使ソフト：CloudCompare,Mieere

使ソフト：Mieere

使ソフト：Mieere

使ソフト：Mieere
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１．基本事項

E-mail： 尾高　潤一郎

基地

①点検の実施
②健全性の診断
③経過観察
④点検の実施
⑤健全性の診断
⑥経過観察
⑦第1絞込み
⑧第2絞込み（机上調査）
⑨第2絞込み（現地確認）
 安定度調査
⑪防災カルテ（経過観察）

－
〇
〇
〇
〇

２．基本仕様

３．運動性能

有　／　無

有　／　無

有　／　無

有　／　無

４．計測性能

有　／　無

有　／　無

有　／　無

有　／　無

該当しない
該当しない

点検対象項目

土工構造物

自然斜面

動力

計
測
装
置

該当しない

〇（微地形表現図、変位より）

効率化される作業項目
計測データの取得 －
取得したデータによる図化 〇
図化した資料からの判読（評価） 〇

カメラ/レーザ

取得原理
画素数（カメラ）
点群取得密度（レーザ）
画角
ブレ補正
カメラ種類
メーカ/製品名

該当しない
該当しない

効率化される内容

a）近接目視の効率化・高度化によって、変状の有無が把握できる
b）総合的な診断の判定に必要な情報を得ることができる
c）地形判読の効率化・高度化によって、自然斜面の現状や災害の兆候が等がある点検対象区間の選定ができる
d）安定度評価の効率化によって、総合的な診断の判定ができる
e）点検対象の変状の進行度等を把握することができる

効率化される作業項目
計測データの取得 －
取得したデータによる図化 〇（DEMデータから微地形表現図の図化、衛星SARデータより変位解析・図化）
図化した資料からの判読（評価）

自律機構

衝突回避機能（飛行型のみ）

該当しない
該当しない

該当しない

落石・崩壊、岩盤崩壊、地すべり、土石流

物理原理 画像処理、点群解析

計測機器の構成 該当しない

パン・チルト機構

狭小進入可能性能

搭載可能容量（分離構造の場合）

計
測
条
件

植生等の制約

気象条件の制約

周辺条件の制約
交通規制の要否

交通規制の範囲

現地への運搬方法

位置精度

計
測
装
置

撮影速度

計測項目の検出

移
動
装
置

移動原理

運動位置精度

データ収集・通信可能時間（データを伝送し保存する場合）

連続稼働時間（バッテリー給電の場合）

該当しない

該当しない

該当しない

長さ等の計測精度（長さの相対誤差）

無線等使用における混線等対策

安全面への配慮

その他

該当しない

性能確認シートの有無　※ 該当しない
該当しない

性能確認シートの有無　※ 該当しない
該当しない

性能確認シートの有無　※
該当しない

性能確認シートの有無　※ 該当しない
該当しない

該当しない

　有　／　無
該当しない

該当しない

性能確認シートの有無　※
該当しない

該当しない

性能確認シートの有無　※
該当しない

該当しない

最大可動範囲
性能確認シートの有無　※

該当しない
該当しない

項目 性能 特記事項（左記の記載内容の適用条件等）

該当しない

項目 性能 特記事項（左記の記載内容の適用条件等）

計測時の安定性能（飛行型のみ）
性能確認シートの有無　※

該当しない
該当しない

デ
ー

タ
収
集
・
通
信

装
置

該当しない

通信規格（データを伝送し保存する場合） 該当しない
セキュリティ（データを伝送し保存する場合） 該当しない

動力 該当しない

該当しない
連続稼働時間（バッテリー給電の場合） 該当しない
設置方法 該当しない

外形寸法・重量（分離構造の場合） 該当しない

データ収集・記録機能

該当しない

該当しない

該当しない

耐久性 該当しない

角度記録・制御機構機能

測位機構

設置方法 該当しない
外形寸法・重量（分離構造の場合） 該当しない

該当しない

該当しない

センシングデバイス

該当しない
該当しない

該当しない

該当しない

該当しない

外形寸法・重量

点検対象項目

運動制御機構

通信

測位

－
〇
－
〇
〇

防災点検自然斜面

技
術
区
分

【切土】
・切土法面
・のり面保護施設（吹付け/のり枠/擁壁/補強土/グラウンドアンカー）
【盛土】
・盛土のり面
・のり面保護施設（擁壁/補強土）

※本技術（衛星SAR）は構造物を含む周辺地盤の変位を測定するものであり、構造物そのものの目地開きやひび割れ幅の測定はできない

該当しない

動力 該当しない

技術番号 応募技術27

技術名 LPデータと衛星SARによる道路土工点検及び防災点検の効率化

技術バージョン 作成：2023年10月（西暦で記載）

odaka.junichiro@kiso.co.jp

開発者
基礎地盤コンサルタンツ株式会社
ライト工業株式会社　開発本部　R&Dセンター

連絡先等 TEL：03-6861-8800

現有台数

技術概要

　LPデータを傾斜量図とCS立体図に加工することにより、道路土工構造物周辺及び自然斜面の危険箇所を定量抽出可能となり、この特徴を活かして
地形判読等による人的誤差や労力を低減することができる。また、ここで抽出した危険箇所と既存の道路土工構造物及び自然斜面の点検箇所につい
て、合成開口レーダ（衛星SAR）を用いて変動A～Dに区分しスクリーニングを行い、地盤変動が大きい箇所について現地踏査を実施することができる。
現地踏査で得られた知見を踏まえ、変動A～D区分に応じて継続監視の方法を選定することにより、効率的な道路土工構造物及び自然斜面の点検を行
うことができる。

点検段階

土工構造物

通常点検
－
〇
〇

特定土工点検
－
〇
〇
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５．画像処理・調書作成支援

６．留意事項

出力ファイル形式

変状検出の原理・アルゴリズム

変状検出手順

検出可能な変状

ソフトウェア名

該当しない 該当しない

該当しない

該当しない

点検費用

特許申請番号・特許使用料

該当しない

「各種データからの平面図化」、「図化した資料からの危険箇所抽出、モニタリン
グ」
条件：直轄国道100km当たり、調査期間10年間
　・LPデータによる危険箇所抽出：2,010万円
　・衛星SARによるスクリーニング：2,860万円（国交省2,060万円）
　・抽出した危険箇所に対する衛星SARによるモニタリング：960万円×9年
（国交省740万円×9年）
計13,510万円

※国交省の場合：10,730万円（衛星画像を通常よりも安価に入手可）
【参考】本技術は広域を調査対象とした効率化技術であるため、点検箇所数が増
える程スケールメリットが生じる

計測作業日数

保険の有無、保障範囲、保険料

該当しない

該当しない

該当しない

該当しない

作業ヤード

操作場所

項目 適用可否／適用条件 特記事項（左記の記載内容の適用条件等）

画素分解能

必要構成人員数

調査技術者の技量や必要な資格

変状検出手順

＜LP＞
・重力系災害は各種災害の発生閾値に応じて6段階表記した傾斜量図を作成し、人力で抽出
・斜面崩壊や土石流は曲率と傾斜の重合により凹凸を強調、寒暖表示したCS立体図から、人力で抽出
＜衛星SAR＞
・2回の電波の位相差を読みとることにより、地表の変位量を把握する

解析：地形判読、道路土工点検、カルテ点検に関する知識のある技術者 解析：
・技師B（地形判読、道路土工点検、カルテ点検の知識のある技術
者）
・技師C（道路土工点検、カルテ点検の知識がある技術者）

1名

該当しない該当しない

作
業
条
件
・
運
用
条
件

可搬性（寸法・重量）

関係機関への手続きの必要性

該当しない

該当しない

その他

不具合時のサポート体制の有無及び条件

センシングデバイスの点検

該当しない

該当しない

自動制御の有無

利用形態：リース等の入手性

該当しない

該当しない

該当しない 該当しない

解析ソフトの有無と必要作業及び費用等

解析：机上で可能 専用解析ソフトが内蔵されたPCが必要

該当しない 該当しない

１．調査範囲の設定、既往資料収集
２．既往の道路土工構造物点検箇所の整理
３．LPデータより傾斜量図、CS立体図の作成
４．自然斜面の危険個所の抽出

LP データから、傾斜量図（地表面傾斜を数段階に区分して色彩を変えて表現した図）及びCS立体図（地形判読を容易にする微地形表現図）を作成し、
道路土工構造物周辺及び自然斜面における危険箇所を抽出し、既存の道路土工構造物、自然斜面箇所と合わせて、点検箇所を選定する。選定された
点検箇所に対して衛星SAR干渉解析を実施して地盤変位を求め、変動A～Dの区分に応じた、継続監視を行う。

調書作成支援に活用する機器・ソフトウェア名

調書作成支援の手順

①対象範囲のLPデータを取得する。
②傾斜量図とCS立体図を作成し、危険箇所の抽出を行う。
③抽出結果を調書作成、および更新に活用する。

調書作成支援の適用条件

ソ
フ
ト
ウ

ェ
ア
情
報

取り扱い可能な画像データ

ファイル形式
ファイル容量

カラー／白黒画像 カラー

その他の留意事項

画像処理の精度
（学習結果に対する性能評価）

＜LP＞
・傾斜量を閾値とすることで、机上段階で不安定落石源等の危険箇所を高い精度（不安定落石源：見逃し
率3％、空振り率15％）で定量抽出可能

変状の描画方法

＜LP＞
・ポリラインや色表示で抽出箇所を表示
＜衛星SAR＞
・コンター図に変動区分を色別表示
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７．図面

使ソフト：CloudCompare,Mieere

使ソフト：Mieere
使ソフト：Mieere

LPから作成した傾斜量図 LPから作成したCS体図

衛星SAR渉解析の結果
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3.1.2 実証実験を実施した技術

技術名称 応募者名

一般車両搭載型 斜面・ のり面点検システム ㈱リコー

全方向衝突回避センサーを有するドローン技術
㈱ジャパン・ インフラ・ ウェイ

マーク

ハンドヘルドレーザ計測による浮石転石分布抽出、

対策効果の確認
応用地質㈱

３次元点群ブラウザを用いた変位解析による変状箇

所の抽出
応用地質㈱

防災点検における高精度地形データを活用した定量

的な安定度調査
アジア航測㈱

各種カメラ搭載ドローンを活用した道路のり面管理

技術

㈱インフラ・ ストラクチャーズ

(有)伊藤建設
LPデータと衛星SARによる道路土工点検及び防災点
検の効率化

基礎地盤コンサルタンツ㈱
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